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1. 協議会設立の背景、設立の状況 

福島の復興、日本の将来にも貢献可能な官民連携事業に向けた民間発意による組織 

背景 

 2020年を目指した被災地復興の必要性 

 国・県主導の取り組み→具体化には、民間の  

リソースも今後必要 

解決策の 

方向性 

 出来上がった舞台に乗るのではなく、民間が役割

を果たせる舞台を公共とともに創る 

 同じ目的を持った企業が協力し、個社単独では 

実現が困難な取組みを克服 

想定する 

ポイント 

 具体的な官民の役割分担（事業の性格により

PPP,PFIの事業形態は異なる） 

 ステークホルダーと連携可能な体制の実現 

目的 （目指すこと） 

イノベーション・コースト構想 

における 

官民連携事業の創出 
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平成28年3月11日幹事企業 

6社の総意により発足 

 

・ATOX    

・３Mｼﾞｬﾊﾟﾝ 

・東京電力 

 

・東芝 

・日立製作所 

・三菱総合研究所 



2. 協議会の枠組み・提供価値 

関係主体との連携により、官民連携事業創出に向けたプロジェクト化を支援 

① 

情報の提供・ 
共有 

② 

ネットワーク 

形成・連携促進 

③ 

プロジェクト 

創出支援 

 国・県等のイノベ構想関連情報 

の共有（定例会等） 

 会員向け情報発信（HP, Mail）  
イベント（定例会、シンポジウム等）
の企画 

 産・官ネットワークのコーディネート 

及び連携支援・議論の場の提供 

 大学等の研究機関とのネット 

ワーク構築、産・学・官連携支援 

 会員間（企業間）の相互連携支援 

 目標が明確で民間投資の可能性
が高いテーマに対しては検討部会
を設置 

 ビジネスマッチング機会の提供 

 国・県等に対する予算措置を含め
たプロジェクト化の提案・支援協力 

『研究機関』 

『国・省庁』 

『地方自治体』 

『関連団体等』 
 国内外大学 

 各種研究機関  等 

 除染・廃棄物技術 

協議会 等 

年3～4回 
実施 

 

月1～2回 
実施 

《ゴール》 予算措置＋プロジェクトの実現 

 

定 

例 

会 

  

検討 

部会 

 

スキーム概要 

企画提案 

予算申請 

情報提供 

協力要請 

定例会での 

情報発信 

意見交換 意見交換 

活動概要（提供価値） 

会議体 

イノベーション・コースト構
構想推進企業協議会 

『民間企業』 
 国内外企業 

 福島県内企業 等 

会費徴収 
各種支援 

（提供価値） 
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3.協議会活動実績＆活動計画 

• 国や県等の検討状況、方針等の最新情報を会員に提供 

• 具体的なプロジェクト創出に向けた部会設置、部会活動の支援を実施 

平成27年度 

４Q 

平成28年度 

１Q 

平成28年度 

２Q 

平成28年度 

３Q 

平成28年度 

４Q 
平成29年度 

協議会 

公式活動 

部会活動 

部会設置に 

向けた活動 

設立準備 

・規約作成 

・事務局選定 

 他 

平成30年度予算策定に向けた民間提案策定 

設立 

第1回総会 

▼ 

部会活動の展開（自主検討）、国・県・関係機関との意見交換・調整 
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第2回総会 

第1回定例会 

▼ 

第2回定例会 

▼ 

第3回定例会 

▼ 
第3回総会 

第4回定例会 

▼ 

防災部会発足 

▼ 

会員提案による部会候補 

テーマの議論・検討 

部会設置 
・具体的な目標が明確なもの 

・企業連携による取り組み 

 協議会事務局による支援 

   ・企業連携・ﾈｯﾄﾜｰｸ構築 

   ・新たなテーマ創出、部会活動支援 

 国や県等のヒアリング 

   ・ニーズ発掘 

   ・意見交換会開催 

・国、県等の方針、最新情報 

・関係人脈形成の機会創出 

・福島県内での開催も検討 



4. 防災部会の活動について 

 
 民間投資の確度が高いテーマや会員企業の関心の高いテーマについて随時部会を設置 

 防災部会をH28.3.30に設置。現在、約30社が参加。今後も増加見込み。 

防災教育研修拠点に係る検討の経緯 

 平成27年3月 

  国際産学連携拠点に関する検討会で問題提起    

  報告書に今後の検討必要性明記 

 平成27年6月～12月 

  民間検討会を開催、検討、結果を国等へ報告 

 平成28年3月 

  協議会に防災部会を設置 

防災部会の活動予定 
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 国内の防災に関する課題 

 災害大国日本＋2020年東京五輪 

 多機関が連携して教育訓練できる 
施設なし（先進国では多数設置） 

 危機対応の標準化が遅れている 

 国及び県の検討状況をふまえた活動 

 ロボットT/Fの検討への協力 

 ユーザーニーズ調査 

 PPP,PFIの形態、プロマネの基本方針 

 具体的な教育・訓練のコンテンツ検討 

 海外調査 

   適宜、国や県等との意見交換を展開 

 当面の目標 

  平成30年度国予算への提案、反映 


